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革の影響を議論する以前に，そもそも「近年の日本で学力の階層差は拡大したのか ?J という 2 つ
の副次的な問いに答えることを課題として設定した.
第 l 章では働き方とライフスタイルの変化に関する全国調査(JLPS) J の若年パネル調査に
もとづき，近年の日本における大学進学行動の規定構造の動向について検討を行った.その結果，











































































本論文の分析手法に関しては， KHB-method (第 2 章) ，傾向スコア・ウェイティング法(第 3
章) ，階層線形モデ、ル(第 5 章)など，データの特性に合わせた統計的手法を適切に用い，厳密な
分析が行われている点は評価に値する.とくに，相関のある複数の従属変数を扱うために第 4 章
で用いられた SUR モデル (Seemingly Unrelated Regression ModeD は，計量経済学の分野
では一般的な手法だが，社会学・教育社会学の分野において用いられた例はほとんどなく，その
手法適用への途を切り拓いた点は特記すべきである.
本論文の知見として重要なのは，日本における 1990 年代前後の教育改革を事例とした実証的検
討を通じて，学力の階層差の拡大という階層現象に対する教育政策の影響の限定性を明らかにし，
同時に，階層的不平等の緩和という課題に取り組む上での「教育の限界」を指摘している点にあ
る.この知見は，本論文が主題としている学力の階層差(の拡大)という特定の事象に限らず，
何らかの「問題」が発見された際にその原因と解決策をともに「教育」に求める，いわば教育中
心主義的な「まなざし」を相対化する視点を提供するものである.
実証分析に用いた複数のデータセットのあいだで学力」や「階層」の操作的定義に若干のズ
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レがあるため，得られた結果の解釈に一貫性をもたせることは容易ではない.その困難を，本論
文では各調査データの操作的定義の違いとその含意について周到に評価することにより乗り越え
ている.これにより，全体としての議論の論理的一貫性が保たれている.
本学位請求論文は，得られた「知見」の重要性に止まらず，それを得るために導入した「アプ
ローチ」の独創性によって，この分野の研究に大きなインパクトを与えることは間違いない.
よって，本論文は博士(教育学)の学位を授与するのに適当と認める.
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